
令和５年度財務定期監査（監査対象：福祉局（関連する区役所を含む）） 

監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

○ 指 摘 事 項

(1) 支出に関する事務 

ア 補助金等の交付額の確定を行うべきもの 

補助金等交付事務において、神戸市補助金等

の交付に関する規則（以下「補助金規則」とい

う。）に規定された補助金等の交付額の確定を

適正に行っていない事例があった。 

（ア）生活福祉資金（要保護世帯向け不動産担

保型生活資金）貸付事業補助金について、

社会福祉法人兵庫県社会福祉協議会から

の申請を受けて補助金を交付し、実績報告

書も提出されたが、交付決定における交付

予定額と確定額が同額で、精算を要しない

補助金であったことから、補助金の交付額

の確定を行わず、実績報告書の供覧に留め

ていた。       （くらし支援課） 

（イ）神戸市地域改善まちづくり協議会助成金

について、神戸市地域改善まちづくり協議

会からの申請を受けて助成金を交付し、実

績報告書も提出されたが、交付決定におけ

る交付予定額と確定額が同額で、精算を要

しない助成金であったことから、助成金の

交付額の確定を行っていなかった。 

（人権推進課） 

補助金規則第 15 条第１項に補助事業者等か

らの実績報告について定めており、同規則第 16

条第１項には、その報告を受けた場合は書類の

審査や現地調査等を行ったうえで、補助金等の

交付額を確定し、補助事業者等に通知すること

を規定している。 

一方、神戸市補助金等の交付に関する規則の

手引き（令和５年４月改定）（以下「補助金規則

の手引き」という。）において、実績報告書は、

「補助事業等の成果が補助金等の交付の決定

の内容及び条件に適合するものであるかどう

かを審査し、補助金等交付の終了、是正措置の

いずれをとるべきかを判断するために提出さ

せるもの」であり、補助金等の額の確定とは、

（ア）生活福祉資金貸付事業補助金 

令和４年度は、年度当初の方針決裁

を省略し、各期の交付決定を副市長決

裁にて実施していた。 

その上で、実績報告書を受理した後

の審査や額を確定する行為は当初決

裁に対し必要なものと誤認していた

ため、実績報告を供覧に留めていた。 

今後は、交付額の確定決裁を適切に

実施するよう、決裁者、承認者とも再

度認識を改め、関係職員にも周知し

た。 

（イ）神戸市地域改善まちづくり協議

会助成金 

交付決定における交付予定額と確

定額が同額で、清算を要しない助成金

であり、神戸市補助金等の交付に関す

る規則第 16条第３項の規定の誤認に

より「額の確定」を省略していた。 

今後は、実績報告を受けた後、速や

かに交付額の確定決裁を適切に実施

するよう、決裁者、承認者とも再度認

識を改め、関係職員にも周知した。 
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「最終的に交付すべき補助金等の額を決定す

る手続き」で、「交付決定した金額と同額を交付

するのか、もしくは変更を加える必要があるか

どうかを判断」するとしている。 

また、履行確認の方法の項目には、「『履行確

認』とは補助事業等が適切に履行されたかどう

かの確認を指し、補助金額を確定することまで

は含みません。」としている。 

さらに、同規則第 16 条第３項には、確定した

補助金等の交付額が、補助金等の交付の決定に

おける交付予定額と同額である場合は、補助事

業者等への通知を省略することができるとの

規定があるが、補助金規則の手引きでは、「額確

定の通知を省略する場合でも、省略できるのは

『通知をすること』のみであり、補助金額を確

定したことの意思決定（決議）は必要です。」と

の解釈を示している。 

実績報告を受けたのち速やかに、補助金等の

交付額の確定を行うべきである。 

(2) 契約に関する事務 

ア 契約保証金の取扱いにかかる意思決定を明

確にするべきもの 

契約保証金を免除できる根拠等が決裁に明

記されておらず、契約保証金の取扱いにかかる

意思決定が明確でないまま、契約保証金を免除

している事例があった。 

 

 

 

 

 

 

（くらし支援課、監査指導部） 

 

契約保証金とは、契約上の義務の完全な履行

を確保するためのもので、債務不履行等の場合

に受ける損害賠償の補填を確実かつ容易にす

るため契約の相手方から契約締結の際に一定

 

①～⑤くらし支援課所管事業 

これらの事業については、保証金が

免除できる場合である、第６号「落札

者が契約を履行しないこととなるお

それがないとき」に該当すると判断

し、口頭で協議の上、保証金免除の判

断を行ったが、契約決裁においてその

旨の記載を失念していた。 

今後は決裁への記載漏れがないよ

う、決裁者、承認者とも再度認識を改

め、関係職員にも周知した。 

 

⑥⑦監査指導部所管事業 

⑥の委託事業の対象となりえる法

人は、介護保険法第 24 条の２の規定

に基づき、兵庫県が事前に、当該「事

務を適正に実施することができる」と

して指定した法人（県指定事務受託法
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額を納付させておくものである。 

地方自治法施行令第 167 条の 16 第１項によ

り契約保証金の納付について定めており、神戸

市契約規則第 24 条に納付させる契約保証金の

額等を規定している。また、同規則第 25条は、

「次の各号のいずれかに該当する場合は、契約

保証金の納付を免除することができる。」と定

めており、契約金額が 1,000 万円未満の契約を

するときや、落札者が契約を履行しないことと

なるおそれがないときなど、契約保証金を免除

できる場合を限定列挙している。 

また、委託契約に関する解説及び記載例（令

和５年４月）の委託契約書頭書記載例は、「契約

保証金を免除する場合は『免除』、履行保証保険

契約の証書が提出された場合は『履行保証保

険』のように記載する（免除理由の付記は不

要）。また、契約決裁においてその旨記載し、そ

の判断の根拠資料を文書で保存すること。」と

解説している。 

なお、同規則第 25条第６号「落札者が契約を

履行しないこととなるおそれがないとき」の判

断基準の一つとして、「入札保証金及び契約保

証金について（通知）」（自治行第 19 号平成 12

年４月 18日）では、登録事業者（本市において

は入札参加資格がある事業者）で「過去２か年

の間に、国（公社、公団を含む。）又は地方公共

団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を

数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠

実に履行」している場合を挙げている。 

以上のことから、契約保証金は納めさせるこ

とが原則であり、免除する場合には、契約の相

手方ごとに、いずれの根拠規定により免除でき

るかを判断のうえ、単に免除するとの事実だけ

でなく、その判断の根拠等を明確に示したうえ

で意思決定（決議）すべきである。 

人）に限定されているため、神戸市契

約規則第 25条第６号「落札者が契約

を履行しないこととなるおそれがな

いとき」に該当するものと判断し、契

約保証金を免除したものであり、決裁

に理由について明記していなかった。 

⑦の業務については、前年度に同内

容の業務を契約・履行している業者で

あったため、神戸市契約規則第 25 条

第６号「落札者が契約を履行しないこ

ととなるおそれがないとき」に該当す

るものと判断し、契約保証金を免除し

たものであるが、こちらも決裁にはそ

の旨を明記していなかった。 

指摘内容を踏まえ、今後、契約事務

の執行に際しては、意思決定を明確に

するため決裁への記載を徹底するこ

とを関係職員に周知した。 

イ 委託契約における公募の手続きを適正に行

うべきもの 

アの事例のうち、⑥の「神戸市指定介護保険

本事業の対象法人は、介護保険法第

24条の２の規定に基づき、「事務を適

正に実施することができる」として兵

措置済 
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事業者に対する実地指導(運営指導)業務」の契

約にあたっては、公募型プロポーザル方式によ

り受託者を選定しているが、その公募の実施要

領に契約保証金が不要であることを明示した

うえで、公募の手続きを行っていた。 

（監査指導部） 

前述のとおり、契約保証金は納めさせること

が原則であり、免除する場合には、契約の相手

方ごとに、いずれの根拠規定により免除できる

かの判断が必要であることから、契約の相手方

が決定していない公募の段階で、契約保証金を

免除する前提で公募の手続きを行うことは適

正でない。 

契約保証金の免除を前提とするのではなく、

契約保証金の納付を免除する場合がある契約

であれば、その旨の明示により、公募の手続き

を行うべきである。 

庫県が事前に指定した県指定事務受

託法人に限定されている。このため、

いずれの法人においても一定の資質

が担保されているとの前提で、「公平

な公募型プロポーザル実施」の観点か

ら、契約保証金の取扱いについても、

「なし」と事前に明示していたもので

ある。 

指摘内容を踏まえ、今後、契約事務

の執行に際しては、契約保証金の免除

を前提とするのではなく、契約保証金

の納付を免除する場合がある契約で

あれば、その旨を明示したうえで、公

募手続きを行うことを徹底するよう

関係職員に周知した。 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 債権放棄に係る不納欠損処分手続きを適正

に行うべきもの 

緊急の必要がある場合に、扶助費を立て替え

て貸し付ける制度である神戸市被保護者等緊

急援護資金貸付金に係る未納債権について、神

戸市債権の管理に関する条例第 16条第１号（消

滅時効に係る時効期間が満了したとき）によ

り、令和４年度分として、次の額の債権放棄を

行っている。 

 

 

この債権放棄にあたっては、当該債権を管理

している各区からの債権放棄の対象となる債

権の報告に基づき、くらし支援課が集約のう

え、政策課において債権放棄に係る決裁を得て

おり、その決裁後、くらし支援課が各区に対し

て、不納欠損処分に係るシステム操作を依頼し

ている。 

債権放棄等により未納債権が消滅した場合

には、その都度、決裁によって不納欠損処分を

 

債権放棄の決裁後に不納欠損処分

の決裁を経ずシステム上の欠損入力

のみで処理を完結させていた。 

行財政局業務改革課に確認の上、政

策課と調整を行った結果、当該不納欠

損は局長専決事務のため、今後は債権

放棄を行う際には対象となる債権放

棄の決裁と同時に不納欠損処分の決

裁を実施することとした。 
その旨を各区へ周知し、今後は責任

分担等を明確にした事務の執行に努

める。 
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行うこととされているが、その決裁を得ずに不

納欠損処分を行っていた。 （くらし支援課） 

不納欠損処分とは、既に調定された歳入が徴

収し得なくなったことを表示する決算上の取

扱いであり、法律上の存在と会計上の存在は一

致させることが原則である。 

よって、債権管理対象から外す場合には、私

債権は債権放棄等の手続により法律上の債権

を消滅させたうえで、不納欠損処分を行い決算

値に反映することが必要とされている。 

当該債権が消滅するに至った場合は、決裁を

得たうえで不納欠損処分を行うよう改めると

ともに、責任分担等を明確にした事務の執行に

努めるべきである。 

○ 意  見 

(1) 遺留金の取扱いについて 

墓地、埋葬等に関する法律（以下「墓地埋葬

法」という。）第９条第１項に「死体の埋葬又は

火葬を行う者がないとき又は判明しないとき

は、死亡地の市町村長が、これを行わなければ

ならない。」と規定されており、その者の遺留金

品がある場合は、警察や医療機関等（以下「警

察等」という。）から各区が引継ぎを受けてい

る。 

その遺留金品の取扱いを定めた遺留金品取

扱要領（保健福祉局長決定）では、遺留金につ

いて、「４ 遺留金品の保管」の「（１）金銭」

の項目で「受領後速やかに遺留金受付簿（様式

３－１）および遺留金品管理台帳（様式３－２）

に記録の上、歳入歳出外現金（領置金）として

会計室に入金する。それまでの間については、

備え付けの金庫にて一時的に保管する。」とさ

れている。 

また、墓地埋葬法第９条第２項により準用さ

れる行旅病人及行旅死亡人取扱法の規定によ

り、その者の葬祭費や死体検案料等に遺留金を

充当することとされている。なお、生活保護法

第 18 条に基づく葬祭扶助として対応する場合

 

ア 葬儀業者への葬祭費の現金払 

遺留金については、一旦領置金とし

て入金のうえ、葬儀業者からの葬祭費

の内訳も明示した請求書に基づき支

払うことが原則であることから、財務

定期監査の意見について、令和５年

12月 21日開催の生活支援課長会議に

おいて情報共有を行った。 

一方で、効率的な事務処理の運用方

法については、今後の課題として検討

していく。 

 

イ 遺留金の領置金への納入時期 

遺留金取扱要領において、区役所で

お預かりした遺留金については、速や

かに領置金として入金することとし

ており、今回の事例は具体的な処理期

限を設定していないことが直接の発

生原因ではなく、個別の事情によるも

のであったものと考えている。 

これらのことを踏まえて、改めて検

討した結果、遺留金については、それ

ぞれ個別の事情もあることから、具体
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も、同法第 76 条の規定により同様の取扱いと

なる。 

各区の実査において、遺留金の取扱いに関し

て、次のような事例が確認された。 

 

ア 葬儀業者への葬祭費の現金払 

警察等からの遺留金の引継ぎの時点で既

に葬儀を終えている場合、その引継ぎ時に預

かった遺留金から葬儀業者に葬祭費を直接

現金で支払い、領収書を受領している事例が

散見された。 

また、葬祭費は、行旅死亡人取扱費限度額

が定められているが、遺体の保存にかかるド

ライアイス代加算分などにより、その限度額

を超えて葬祭費を支払っている事例もあっ

た。 

イ 遺留金の領置金への納入時期 

遺留金を引き取るべき相続人の調査等を

行っていたため、一時的に金庫内で現金を保

管していたが、相続人が判明しないまま時間

が経過し、領置金への入金が、遺留金の引継

きから相当期間（約３か月）経過している事

例があった。 

ウ 残余遺留金の引渡し額の誤り 

残余遺留金の引渡しを求める権利を有す

ることを証明した者から申出があったとき

は、速やかに残余遺留金を引き渡さなければ

ならないが、遺留金から死体検案料を充当し

ているにもかかわらず、その額を控除しない

まま、残余遺留金として引渡しを行った事例

があった。 

 

アについて、行旅病人及行旅死亡人取扱法施

行細則第８条第１項により、行旅死亡人の取扱

いに要する費用の種目及び限度額を定めてお

り、同条第２項により、その費用の種目及び限

度額により難い特別の理由があるときは、行旅

病人行旅死亡人取扱費限度外支出承認申請書

的な処理期限を設定するのではなく、

遺留金取扱要領の規定どおり速やか

に領置金に入金することを徹底すべ

きと判断した。その徹底のため、遺留

金については、遺留金取扱要領や神戸

市遺留金取扱マニュアル等に従って、

特段の事情がない限りは速やかに領

置金として入金するよう、令和５年

12月 21日開催の生活支援課長会議で

改めて周知した。 

なお、個別の事情により金庫内で現

金を保管する場合、その保管現金が放

置されることなどがないよう、行財政

局が定める現金等管理マニュアル等

に基づく定期的なチェック実施の徹

底についても、令和６年２月 22日開

催の生活支援課長会議で改めて周知

した。 

 

ウ 残余遺留金の引渡し額の誤り 

今回の事例については、台帳の様式

が原因ではなく、台帳への記載漏れが

原因で発生したものであったため、遺

留金の取扱いについて、遺留金取扱要

領や神戸市遺留金取扱マニュアル等

に従って適切に取り扱うよう、令和５

年 12 月 21 日開催の生活支援課長会

議で改めて周知した。 

以上のことから、直ちに遺留金品管

理台帳の様式等を見直すことは必要

ないものと考えているが、今後のマニ

ュアル改訂等のタイミングに合わせ

て、記載漏れ等が生じないための対策

を検討していく方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

措置方針 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

により承認を受けなければならないとされて

いる。 

直接現金払いをしている場合、その承認手続

きが事後承認となること、また、承認手続きそ

のものが漏れてしまうおそれがある。さらに、

限度額を超える場合においては、領収書の受領

だけでは、葬祭費の内訳の確認等が疎かになる

との懸念がある。 

遺留金については、一旦領置金として入金の

うえ、葬儀業者からの葬祭費の内訳も明示した

請求書に基づき支払うことが原則であること

を徹底すべきと考えるが、実態を踏まえたうえ

で、葬祭費を直接現金で支払うことを必要とす

るのであれば、その基準や事務処理の方法を整

理することを検討されたい。 

イについて、金庫内とは言え、現金のままで

長期間保管することは紛失などのリスクを伴

うこととなる。 

遺留金の受領後、速やかに領置金として納入

することを徹底するため、具体的な処理期限の

設定などを検討されたい。 

ウについて、遺留金品取扱要領に定められた

遺留金受付簿や遺留金品管理台帳で管理する

こととされているが、同様の誤りが生じないよ

うこれらの台帳の様式の見直しなどを検討さ

れたい。 

以上の点を踏まえ、遺留金の取扱いについ

て、葬儀業者及び警察等の関係者と調整を行う

とともに、職員の事務負担軽減にも配慮のう

え、適切な事務処理を構築し、各区に周知する

ことを検討されたい。   （くらし支援課） 

(2) 行旅人等移送費の取扱いについて 

各区役所に来庁した行旅人等を更生援護相

談所まで移送する必要がある場合、各区役所か

ら更生援護相談所の最寄り駅までの交通費を

行旅人等移送費として交付している。交通費の

対象となる交通機関が回数券を取り扱ってい

る場合は、回数券を前渡金で購入し、必要に応

前渡金の精算頻度について、会計

室、行財政局行政管理課に確認と調整

を行った結果、今後は毎月前渡金精算

を行うよう事務処理を統一すること

とし、その旨を令和６年２月 22日開

催の生活支援課長会議で周知した。 

また、交付方法について、行旅人等

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

じて回数券を行旅人等に交付するが、交通費の

対象となる交通機関が回数券の取扱いを終了

している場合は、必要となる交通費を現金で交

付している。 

この行旅人等移送費について、令和４年度の

各区の交付方法等を確認したところ、現金で交

付している区では、次のいずれかの対応として

おり、事務処理が不統一となっていた。 

ア 年額で前渡金精算 

イ 四半期ごとに前渡金精算 

ウ 毎月前渡金精算 

また、回数券で交付している区についても、

交通費の対象となる交通機関が令和４年度末

で回数券の取扱いを終了しており、令和５年度

以降は、全ての区において現金での交付とせざ

るを得ない状況となっている。 

この行旅人等移送費については、行旅人等移

送要綱第２条第３項の規定を根拠としており、

同要綱第３条第１項で「交通機関乗車券の交付

をもって行うことを原則」とし、同条第２項で

「前項によることができない場合は、乗車券購

入に必要な資金の交付によることもできる。」

とされているが、全区において、現金で交付せ

ざるを得ない実態とは乖離した規定となって

いる。 

くらし支援課に確認したところ、現金交付を

前提とした場合、交通費以外に使用される可能

性があるため、当該規定の改定は行わないとの

ことであるが、各区における事務処理が不統一

となっている状況は適切でない。 

各区における事務処理の統一に向け、当該経

費の目的や支出の根拠となる法令等の観点も

踏まえたうえで、適切な事務処理を構築し、各

区に周知することを検討されたい。 

（くらし支援課） 

移送要綱では現物給付を原則として

いるが、交通機関乗車券の取扱いの現

状からすれば、現時点においては現金

交付との対応もやむを得ないものと

考えており、各区において適切な事務

が執行できるよう、年度内に要綱を改

正した。 

なお、適切な交付方法については、

引き続き、他都市の状況等も踏まえて

検討していきたい。 

 



令和５年度財務定期監査（監査対象：健康局） 

監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

○ 指 摘 事 項

(1) 収入に関する事務 

ア 納入義務者に対する納入の通知を行うべき

もの 

  神戸市健康科学研究所で行っている医学的

検査、環境衛生検査、食品衛生検査等の手数料

について、神戸市健康科学研究所手数料条例第

１条により、「神戸市健康科学研究所に検査を

依頼する者は、この条例の定めるところによ

り、手数料を納付しなければならない。」と定め

ている。その納付に関する事項は、同条例施行

規則第２条により、手数料は、すべて前納とす

るが、国、公共団体その他公共的団体の依頼に

よるときなど、後納ができるものについて列挙

されている。また、神戸市会計規則（以下「会

計規則」という。）第 60条により、振替命令書

によって整理することができる収支について

定めている。以上のことから、神戸市各所属か

ら健康科学研究所に対し検査の依頼があった

場合は、手数料の後納を認め、また同一会計内

の収支振替のため、検査の実績を集計のうえ、

月または年間分をまとめて、各所属からの振替

命令書による振替依頼を行っている。しかし、

各所属への手数料振替の依頼文には、振替金額

とその内訳、歳入科目等の記載はあったもの

の、納期限は記載されていなかった。  

（健康科学研究所）  

地方自治法（以下「自治法」という。）第 231

条により歳入の収入の方法について、地方自治

法施行令（以下「自治令」という。）第 154条第

２項により歳入の調定及び納入の通知につい

て、それぞれ定めている。また、同条第３項で

は、納入通知書に記載する事項として、所属年

度、歳入科目、納入すべき金額、納期限、納入

場所及び納入の請求の理由が挙げられている。 

なお、会計規則第 27 条第４項により、使用

料、手数料については書類（納入通知書）によ

り納入の通知をすることを定めている。 

令和 5年 12月発行の依頼文から納

期限を記載することによって、適正

に納入通知を行えるように改善し

た。 

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

財務会計事務の手引き〔改訂第 13版〕の納入

通知書等の使用区分で、振替決議書兼命令書は

認められているものの、健康科学研究所ではな

く各所属が振替命令書を作成していることか

ら、健康科学研究所からの納入の通知とは言い

難いため、法令等に基づいて各所属への依頼文

に必要事項を漏れなく記載するなど、適正に納

入の通知を行うべきである。 

イ 法令及び、例規に基づき歳入の処理を行うべ

きもの 

  墓園施設及び付属施設の使用許可をした使

用者に対する年間使用料について、令和４年度

墓園年間使用料の過誤納金に対する書類を確

認したところ、使用者への還付処理ではなく、

使用者からの申出により翌年度（令和５年度）

の年間使用料に充当するという処理がされて

いた。ただし、この処理は令和４年度中にされ

たものであり、令和５年度の年間使用料の調定

はまだ行われていない時期であった。また、過

誤納金が年間使用料より少ない場合は、翌年度

の年間使用料は差額のみ請求していたが、同額

の場合は請求そのものを行わず、何らかの通知

もしていなかった。 

       （斎園管理課墓園管理センター） 

自治法第 231条により歳入の収入の方法につ

いて、自治令第 154条第２項により歳入の調定

及び納入の通知について、それぞれ定めてい

る。神戸市立墓園条例第６条、及び同条例施行

規則第８条により種別ごとの金額や、毎年８月

に徴収することを定めている。また同条例施行

規則第９条により使用料の還付の金額につい

て、同条例施行規則第 10 条により使用料の減

免について、それぞれ定めている。 

法令及び、例規に基づいて歳入の処理を行う

べきである。 

なお、墓園を取り巻く環境を踏まえ、納入義

務者の利便性と業務の効率性も考慮しながら、

今後の使用料徴収のあり方を検討されたい。 

  墓園施設及び付属施設の年間使

用料について発生する重複支払い

などによる過誤納金について、年度

ごとに還付の処理を行い、翌年度に

新たに調定を行うことと改めた。 

  また、徴収のあり方についても、

市民の利便性・効率性の向上に向け

た取り組みを進める。 

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

ウ 複写式領収証書を適正に作成すべきもの 

  納入義務者から墓園使用料（現金）が墓園管

理センター宛てに郵送されてきた場合に、出納

員による徴収として納入義務者に対し出納員

領収証書を発行しているが、複写式の領収証書

を使用しているにもかかわらず、両面カーボン

を使用していなかった。 

（斎園管理課墓園管理センター） 

現金取扱事務の手引き（公金編）によると、

出納員領収証書の発行の事務の流れとして「領

収証書を発行するときは、片面カーボンでは、

原符と領収証書に異なった金額を記入できる

ため、必ず両面カーボンを使用してください。」

と示されている。 

片面カーボンの使用では、記入数値が原符の

裏面にカーボンコピーされず、原符と領収証書

に異なった金額を記入することが可能になり、

原符と同じ数値を記入した領収証書を交付し

たという証拠にはならない。 

複写式の領収証書の使用に際しては、両面カ

ーボンを正しく使用すべきである。 

  領収証書作成に際し両面カーボ

ンを使用するよう取り扱いを改め

た。 

措置済 

 

(2) 契約に関する事務 

ア 適正な契約締結権者名で契約締結すべきも

の 

  令和３年９月 21 日に締結されたガス需給契

約書の契約締結者は、神戸市健康科学研究所長

であった。        （健康科学研究所） 

財務会計事務の手引き〔改訂第 13 版〕は、

「市長は、予算を調製し、及びこれを執行する

権限を有する（自治法§149[2]）。この予算の執

行とは、成立した予算に基づいて、歳入を徴収

し、契約の締結その他の支出負担行為をし、あ

るいは債務負担行為に基づく債務負担をする

等の行為をいう。以上のことから市の契約締結

権者は市長に専属すると解される。」と説明し

ている。 

一方で、「市長は、その権限に属する事務の一

部を市の職員に委任することができ」、その場

 

 令和 5年 12月に名義変更手続きを

行い、適正な契約締結者名に改善し

た。 

 

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

合、「受任者は、当該委任事務を自己の名と責任

において処理することができる。」と説明して

いる。「したがって、市長が具体的な契約締結の

事務を委任したとき、あるいは一般的に委任さ

れた事務の執行のため契約締結の必要が生じ

たときに、受任者は、契約締結権を有すること

になる。例えば、本市の場合、区長に対して配

分した歳出予算の範囲内において契約を締結

する権限を委任している（神戸市長の権限に属

する事務の委任に関する規則§54[5]）」とも説

明している。 

本件について、適正な契約締結権者で契約締

結すべきである。 

イ 補助金の交付申請から交付決定、変更に係る

手続きを適正に行うべきもの 

  令和４年度公衆浴場利用促進に係る事業に

関する補助金について、令和４年４月８日付の

補助金交付申請書には、「神戸市在住の子ども

と大人が同時に公衆浴場に入浴する際の入浴

料」を対象とし、大人は「通常入浴料の半額（10

円未満の端数は切り上げ、子供１人につき）」、

子どもは「通常入浴料の全額」を補助金の額と

すると記載されていたが、その金額及び総額は

記載されていなかった。 

また、令和４年４月 14 日付の補助金交付決

定通知書においても、同様の記載がなされ、金

額及び総額は記載されていなかった。 

さらに、補助金の予算額について、当初

16,800,000 円を見込んでいたが、「想定を上回

る利用があった」として、予算額を 21,210,260

円にまで拡充した。しかし、当初の申請書及び

交付決定書に補助金額の記載がないため、補助

事業者に変更申請をさせていなかった。 

（環境衛生課） 

神戸市補助金等の交付に関する規則（以下

「補助金規則」という。）第５条は、「市長等は、

補助金等の交付を申請しようとする者に、市長

等が定める期日までに、次に掲げる事項を記載

補助金交付申請書及び決定通知

書に補助金の額が記載されていな

かった点について、当該補助金が銭

湯の利用状況に応じた実績を基に

支払う性質のものであることから、

補助金交付申請書及び決定通知書

には【算出の根拠】を記載すること

で要件を満たすものと誤認してお

り補助金総額を記載していなかっ

た。 

また補助金の予算額を拡充した

際に変更申請をさせていなかった

点については、事業内容の変更を想

定していなかったことから、「公衆

浴場利用促進に係る事業補助金交

付要綱」において「変更申請」を規

定していなかった。 

「補助金の交付申請及び交付決

定における算出の根拠の記載」につ

いては、今回の指摘以前に別途指摘

を受けていたため令和５年度事業

開始時点より記載するように改め、

「変更申請の規定」については今回

の指摘を受け「公衆浴場利用促進に

係る事業補助金交付要綱」の改正を

措置済 
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した申請書を市長等に提出させなければなら

ない」と定め、同条第３号に「交付を受けよう

とする補助金等の額及びその算出の基礎」を挙

げている。また、補助金規則第８条は、「市長等

は、補助金等の交付の決定をしたときは、速や

かに、次に掲げる事項を申請者に通知するもの

とする」と定め、同条第１号に「補助金等の交

付の決定の内容」を挙げている。 

また、補助金規則第７条は、「市長等は、補助

金等の交付の決定をする場合において、補助金

等の交付の目的を達成するために必要がある

と認めるときは、次に掲げる条件を付するもの

とする」と定め、第１項に「補助事業等の内容

若しくは遂行計画又は補助事業等に要する経

費の配分の変更（市長等の定める軽微な変更を

除く。）をする場合においては、市長等の承認を

受けるべきこと」と挙げている。 

補助事業者には利用者数を推定させるなど

して補助金交付申請書に補助金総額を記載さ

せ、補助金交付決定通知書においても補助金総

額を記載すべきである。これに伴い、予算上限

を拡充し、補助金額を増額するのであれば、同

補助金要綱第７条により、四半期ごとの実績報

告を求めているので、適時に補助事業者に変更

の申請をさせ、当該申請の内容を調査し、承認

すべきである。 

令和５年 11 月 20 日付けで行い、

今年度実施事業分から適正な事務

処理を行うよう徹底した。 

ウ 契約保証金の取扱いに係る意思決定を明確

にするべきもの 

  契約保証金を免除できる根拠等が決裁に明

記されておらず、契約保証金に係る意思決定が

なされたか明確でないまま契約保証金が免除

されていた事例があった。 

 

 

 

 

 

 

契約保証金を免除する場合には、

契約決裁に免除の根拠の記載が必

要であるという認識不足により決

裁への記載が漏れていた。 

この度の指摘を受け、契約保証金

を免除する委託契約手続きにおい

ては、免除する旨とその判断の根拠

を契約決裁に記載するよう所属内

に周知を行った。 

今後新たな委託契約を締結する

際は、契約保証金の取扱いについて

適正な事務処理の徹底に努める。 

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

 

（食品衛生課、環境衛生課） 

契約保証金とは、契約上の義務の完全な履行

を確保するためのもので、債務不履行等の場合

に受ける損害賠償の補填を確実かつ容易にす

るため契約の相手方から契約締結の際に一定

額を納付させておくものである。 

自治令第 167 条の 16 第１項により契約保証

金の納付について定めており、神戸市契約規則

第 24 条に納付させる契約保証金の額等を規定

している。また、同規則第 25条により、「次の

各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金

の納付を免除することができる。」と定めてお

り、契約金額が 1,000万円未満の契約をすると

きや、落札者が契約を履行しないこととなるお

それがないときなど、契約保証金を免除できる

場合を限定列挙している。 

また、委託契約に関する解説及び記載例（令

和５年４月）の委託契約書頭書記載例は、「契約

保証金を免除する場合は『免除』、履行保証保険

契約の証書が提出された場合は『履行保証保

事業名 契約額 

① 

生活衛生業務システムへの

電子決裁・手数料種別対応

改修業務 

23,320,000円 

② 
生活衛生業務に関する資料

等の電子化業務（その３） 
12,998,480円 

③ 

令和４年度ＨＡＣＣＰ運営

支援・食品衛生法改正事業

者周知業務 

18,839,700円 

④ 

動物管理センター及びこう

べ動物共生センターにおけ

る動物の飼養管理及び健康

管理業務 

39,952,814円 

⑤ 狂犬病予防事務 63,611,022円 

⑥ 
こうべ動物共生センター管

理運営業務 
20,000,000円 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

険』のように記載する（免除理由の付記は不

要）。また、契約決裁においてその旨記載し、そ

の判断の根拠資料を文書で保存すること。」と

解説している。 

なお、同規則第 25条第６号「落札者が契約を

履行しないこととなるおそれがないとき」の判

断基準の一つとして、「入札保証金及び契約保

証金について（通知）」（自治行第 19 号平成 12

年４月 18日）では、登録事業者（本市において

は入札参加資格がある事業者）で「過去２か年

の間に、国（公社、公団を含む。）又は地方公共

団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を

数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠

実に履行」している場合を挙げている。 

以上のことから、契約保証金は納めさせるこ

とが原則であり、免除する場合には、契約の相

手方ごとに、いずれの根拠規定により免除でき

るかを判断のうえ、単に免除するとの事実だけ

でなく、その判断の根拠等を明確に示したうえ

で意思決定（決議）すべきである。 

エ 次年度以降にわたる契約を適正に行うべき

もの 

次年度以降にわたる契約の継続を前年度に

約束する自動更新条項を設定した契約を締結

している事例があった。 

(ア) 公用車４台を駐車するため、ガレージの３

区画を令和２年 11月１日より、また、別の１

区画を令和３年４月１日より賃借した。その

駐車場所使用契約書に記載された契約期間

は「2020 年 11月１日から 2021年 10月 31日

までの１年間」または「2021 年４月１日から

2022 年３月 31 日までの１年間」とされ、借

主の解約通知、貸主の解約通知は「解約期限

の１ヶ月前」となっていた。ガレージ賃借契

約に係る経費の定例支出についての決裁に

契約期間として「１年間（貸主借主に異議が

ないときは１年間期間を延長可）」と記載さ

れていたこと、当初の契約期間の満了後に新

 

 

 

 

 

月極駐車場の賃借契約時におい

て、契約期間が複数年度にまたがる

こと、自動更新条項が付された契約

であることについて、契約事務上の

問題を認識できていなかった。 

この度の指摘を受け、①本契約が

長期継続契約であること、②翌年度

以降において歳入歳出予算の金額

について減額又は削除があった場

合は、当該契約を変更又は解除する

ことができること等について、貸主

と４台分について覚書を締結した。  

今後は、契約書及び覚書により、

 

 

 

 

 

措置済 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

たな契約が締結されていないことからも、本

契約は自動更新条項の付された契約である

と考えられた。また、契約の始期を 11月１日

とする３区画については、年度をまたいだ契

約であった。    （西部衛生監視事務所） 

(イ) 令和３年９月 21 日に締結されたガス需給

契約書の有効期間は、令和３年 10 月定例検

針日の翌日から令和４年 10 月の定例検針日

までとされたが、「この契約の有効期間満了

の２か月前までに、甲乙双方においてこの契

約の終結または変更の申入れのない場合は、

この契約の満了の翌日から更に１か年有効

とし、その後の期間についても同様とする。」

といった自動更新条項が付されていた。ま

た、年度をまたいだ契約であった。 

  （健康科学研究所） 

自治法第 232 条の３により支出負担行為につ

いて、自治法第 214条により債務負担行為につ

いて、自治法第 234条の３により長期継続契約

について、それぞれ定めている。 

また、行財政局長より局室区長宛に、「適正な

契約事務の徹底について（通知）」（平成 20 年

10月 14日行行コ第 616号）が発せられており、

この通知では会計年度独立の原則のもと、債務

負担行為の手続を経ていない場合や長期継続

契約の要件に該当していない場合には、年度を

超える契約はできないものとされている。 

なお、「神戸市長期継続契約を締結すること

ができる契約に関する条例」の事務取扱い（令

和４年３月 29 日行財政局契約監理課長決裁）

において、本市が仕様書等を定めることができ

ず、契約相手方の約款等を適用して契約をせざ

るを得ない場合に、その約款等に自動更新条項

が含まれている場合は、「当該約款等に解除留

保条項と同等の内容が含まれていることを確

認すること。このとき、契約書等に本契約が長

期継続契約である旨の表示ができない場合で

も、契約決裁において 本契約が長期継続契約

長期継続契約として管理を行って

いく。 

 

 

 

現行の契約については契約満了

までに解約すれば精算金が発生す

るので、現行の契約が満了する令和

6年 10月に解約する。令和 6年 11

月からの新たな契約については、長

期継続契約とする方法で改善する。

  

 

 

 

 

 

措置方針 
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

である旨を明示しておくこと。」と示されてい

る。 

この度の事例について、原則として毎年、年

度ごとに契約を締結するか、長期継続契約の対

象となるものについては複数年度で「翌年度以

降において歳入歳出予算の金額について減額

又は削除があった場合は、当該契約は解除す

る。」旨の条項を付して長期継続契約とするか、

いずれかの方法によるべきである。 

オ 実態に合わせた履行確認を行うべきもの   

西神斎場火葬炉施設保守点検業務の委託契

約（委託期間：令和４年４月１日から令和５年

３月 31日）において、仕様書に記載のある業務

内容は、火葬炉 11台について年３回の点検、主

燃炉・再燃炉バーナー分解清掃は１回、地下タ

ンク漏洩検査（消防法に基づく定期点検）※た

だし、改修が始まった火葬炉は除く、となって

いる。業務終了後、業者から提出された火葬炉

設備保守点検報告書では、火葬炉４台のみの報

告となっており、点検日も１回分しか確認でき

なかったが、納品検査調書には検査合格日令和

５年３月 31 日の記載と、検査員と立会員の記

名押印がされていた。     （斎園管理課） 

  委託事務の執行の適正化に関する要綱第 14

条第３項は、「検査は、契約書、仕様書、明細書、

事業実績報告書その他の関係書類等に基づい

て、公正かつ的確に検査を行わなければならな

い。」と定めている。 

  西神斎場では、火葬業務を継続しながら全火

葬炉について更新工事を行っており、また更新

が終わった火葬炉については保守点検の対象

外となることから、更新工事の進捗によって保

守点検対象となる火葬炉が増減することを契

約締結予定の相手方に伝えたうえで、仕様書に

基づく見積書を徴取し業務を発注した経緯が

ある。 

その経緯を踏まえ、更新工事計画と照らし合

わせた仕様書を作成するとともに、現地の状況

  契約締結時には、数量を明記した

仕様書を作成するとともに、状況の

変化が生じた場合は必要な契約変

更を行うことで、適正な履行確認を

実施する。 

措置済 
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を含めた点検報告書等の提出を求め、実態に合

わせた履行確認を行うべきである。 

カ 発注先を適正に選定すべきもの 

  墓園の年間使用料の納付書印刷業務の専決

契約について、２社による見積り合せの結果、

１社が辞退したことによりもう一方の業者へ

発注することになった。その発注書について令

和４年５月 26日に起案、令和４年５月 27日に

決裁の後、同日に発注を行ったが、その業者は

令和４年３月３日から令和４年９月２日の間、

神戸市競争入札参加資格において指名停止と

なっていた。送付された発注書の「その他、特

記事項」欄には何も記載がなく、その業者でな

ければならない理由は確認できなかった。            

（斎園管理課墓園管理センター） 

  神戸市指名停止基準要綱第７条は、「指名停

止の期間中の入札参加資格者を随意契約の相

手方としてはならない。ただし、やむを得ない

事由があり、あらかじめ請負契約審査会の承認

を受けたときはこの限りではない。」と定めて

いる。また、専決調達事務処理マニュアル及び

Ｑ＆Ａによると、「指名停止中の業者との随意

契約の制限は、専決契約及び委託契約等につい

ても『神戸市指名停止基準要綱』の趣旨を踏ま

え、指名停止中の業者へ見積合せや契約を行お

うとする場合は、その業者でなければならない

止むを得ない理由があるかどうかを慎重に判

断し、その旨を決裁等に記載してください。」と

示されている。 

  契約の発注先については、適正に選定すべき

である。 

  見積合わせを実施する前段階に

おいて、依頼しようとする事業者が

指名停止に該当していないことに

ついて、競争入札参加資格者検索シ

ステムでの確認等を徹底する。 

措置済 

 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 常時保管現金として管理すべきもの 

  時間貸駐車場を利用するための経費を、毎月

月初に前渡金として 20,000 円支出し、一旦前

渡金口座に入金されたものを現金化したうえ

で金庫に保管している。公用車を利用する職員

   

毎月前渡金として支出している

時間貸駐車場を利用するための経

費が、常時保管現金にあたるという

認識不足により、常時保管現金とし

ての管理ができていなかった。 

 

措置済 
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が時間貸駐車場を利用の都度出納し、月末には

精算登録を行い、未使用の現金は戻入してい

る。日々の現金管理方法等を確認したところ、

利用の都度の現金出納簿と、それに係る領収証

書はあったものの、常時保管現金としての管理

がされておらず、始業時及び終業時の現金残高

の確認がされていなかった。 （食品衛生課）                         

行財政局から発出されている現金等管理マ

ニュアルにおいて、「常時必要となる事務経費

として交付を受けた前渡金（常時保管現金）に

ついては、毎日、原則として始業時・終業時に、

複数の職員による残高検算を行うこと。」と示

されている。 

現金事故防止の観点からも、常時保管現金と

して管理すべきである。 

財務定期監査実査時に指摘を受

け、すぐ翌日から始業時と終業時の

複数職員による残高検算を行うよ

うに改め、所属内にも周知を行っ

た。 

今後も適正な現金の管理を徹底

し、現金事故の防止に努める。 

イ 管理する債権を財産に関する調書に記載す

べきもの 

  所有する公用車の保管場所として賃貸借契

約をしている駐車場について、契約当初に保証

金を支払っているにもかかわらず、令和４年度

決算における財産に関する調書には、当該保証

金を債権として記載していない事例があった。       

(ア) 令和４年 11月 30日より賃貸借契約を締結

し、その経費として使用料のほか、保証金

34,500円が支払われていた。                     

（東部衛生監視事務所） 

(イ) 令和２年 11 月１日より３台分の賃貸借契

約を締結し、保証金 90,000円、令和３年４月

１日より別区画の１台分の賃貸借契約を締

結し、保証金 30,000 円が支払われていた。                       

（西部衛生監視事務所） 

令和４年度決算に係る会計室通知「令和４年

度決算事務と出納閉鎖期の会計事務について

（依頼）」（令和５年３月 29日会会第 1785 号）

において、以下のように示されている。 

 

 

 

月極駐車場の賃貸借契約締結時

に支払った保証金が、財産に関する

調書の「債権」にあたるとの認識不

足から、財産に関する調書への記載

が漏れていた。 

監査の後、令和５年 11 月に会計

課及び財務課からの照会に基づき、

市有財産の報告を行った。 

今後は、保証金を債権として適切

な財産管理を行う。 

措置済 
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財産に関する調書の「３.債権」は、金銭の給付

を目的とする地方公共団体の債権すべてを記

載する必要があります。当該年度の歳入に係る

債権以外の債権はすべて記載してください。 

（記載漏れとなりやすい債権の例） 

敷金、保証金、区画整理清算金、補償金、損

害賠償金、和解金、返還金、戻入金、分担金、 

市税（市民税特別徴収分等）、代執行費用徴収

金、供託金など 

 

当該保証金については、契約終了後、相手方

に対する債務がある時にはそれを控除した残

額が返還されるため、財産に関する調書に記載

すべきである。 

○ 意  見 

(1) 補助金等交付要綱の見直しについて 

  自死遺族支援団体に対する補助金について、

令和４年６月６日付の交付決定を行い、事業完

了後、令和５年３月 29 日付の補助事業等実績

報告書と同日付の補助金等請求書を補助事業

者に提出させた後、補助金額を確定し支出し

た。交付決定額が 28,640 円であったのに対し

確定額は 30,330 円であったため、補助金額確

定通知書により補助事業者に通知を行った。 

自死遺族支援団体に対する補助金等交付要

綱（以下「補助金要綱」という。）第 11条は、

「補助事業者等は、補助金等の交付を受けよう

とするときは、補助金等請求書（様式第 10号）

を市長の定める期日までに市長に提出しなけ

ればならない。」と定めている。また、補助金規

則第 18条は、「市長等は、補助金等の交付額の

確定後、補助金等を交付するものとする。」と定

めている。神戸市補助金等の交付に関する規則

の手引き（令和５年４月改定）（以下「補助金規

則の手引き」という。）は、「補助金等の交付は、

交付額の確定後、補助事業者等から請求書の提

出を受けて行う。」と解説している。つまり、事

 

  補助事業者等の負担軽減を図る

ため、2024 年２月１日付で要綱を

改正し、請求書を省略できるよう事

務手続きを見直しました。 

加えて、交付決定額と確定額が同

額の場合は、神戸市は補助金額確定

の通知を省略することができるよ

う要綱を改正しました。 

  今後も、補助事業者等の負担にな

らないよう事務事業を見直してま

いります。 

 

措置済 
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業完了後に実績報告書を提出させて補助金額

を確定した後に、補助事業者に確定通知書によ

り通知し、期日を定めて請求書を提出させ、補

助金を支払うという順序になる。 

一方で、補助金規則の手引きは「補助金等の

交付は、交付額の確定後、補助事業者等から請

求書の提出を受けて行います。ただし、交付手

続きの効率化および補助事業者等の負担軽減

のため、一定の要件を満たす場合には例外の手

続きをとることが可能です。」と解説し、請求書

省略の条件を挙げている。 

 

補助金規則及び現在の補助金等交付要綱で

は、補助事業等実績報告書と補助金等請求書を

同時に受付することは、補助金の額を確定する

前に請求書を提出させていることになり、事務

【請求書省略の条件】 

（1）補助金等交付要綱等に、請求書が必要で

ある旨が規定されていないこと。 

（2）補助金等交付申請を行った申請者に対し

て交付決定（確定）を通知するものであ

ること。 

（3）補助金等交付要綱上の支出方法が一般支

払のみであり、かつ支払方法が口座振替

であること。 

（4）補助金等交付申請１件に対して、交付決

定及び支出が１回のものであること。た

だし、複数回に分けて支出する場合であ

っても、交付決定（確定）通知書に交付

期日及び各期日における交付金額が明

示され、かつ単年度で支出が完了するも

のについては、支出が１回のものと同一

とみなす。 

（5）補助金等交付申請書に振込先の口座情報

が記載されていること。受領委任を行う

場合は、申請書に受任者の住所、氏名及

び口座情報が記載されていること。 
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の手順として適正ではない。 

しかし、請求書が必要である旨が補助金等交

付要綱に規定されていれば、請求書を省略する

ことはできないが、請求書を必要としないよう

要綱を改正すれば、請求書を省略することは可

能である。要綱の規定に従って事務を進めるこ

とにより、補助事業者や市の事務の負担が増大

するのであれば、要綱改正も含め事務手続きの

見直しを検討されたい。   

           （精神保健福祉センター） 

(2) 補助金の概算払に係る精算事務について 

  神戸市人と猫との共生推進協議会事業補助

金について、同補助金要綱第８条において概算

払が出来ることを定めており、団体に対し交付

決定後、概算払で交付している。補助事業期間

は令和４年４月１日から令和５年３月 31 日ま

でとし、実績報告書等を当該補助事業等の完了

後、速やかに提出することを求めている。令和

４年度の精算に係る資料について、団体からの

実績報告書は令和５年３月 31 日に提出されて

おり、概算払の支払精算書では、用務終了日は

令和５年３月 31 日であるにもかかわらず、精

算年月日は令和５年４月 14日であった。                                                           

概算払をした経費の精算について、会計規則

第 50条第４項は第 48条の規定を準用するとさ

れており、同規則第 48条により、用務終了後５

日（神戸市の休日を定める条例第２条第１項に

規定する本市の休日は、算入しない。）以内に支

払精算書を作成し、直近の上司に提出すること

を定めている。また、概算払に係る用務終了日

の考え方については、会計規則事務取扱要綱第

20 条第３項で、「規則第 50 条第４項において規

則第 48 条を準用する場合の用務終了日につい

ては、概算払に係る期間の最終日または債権者

からの精算報告書受理日もしくは会計管理者

が定める日とする。」と定めている。 

ただし、概算払による補助金の履行確認の方

法として、補助金規則の手引きにおいて、以下

「神戸市人と猫との共生推進協

議会事業補助金」の令和４年度の精

算について、用務終了後５日以内に

精算ができていなかった。 

これは、作成にある程度の時間を

要する、補助金額が確定可能な実績

報告書の提出を以て、補助事業の履

行確認を行っていたためであるが、

指摘のとおり、今後は用務終了後速

やかに補助事業が適切に履行され

ていることが確認出来る文書の提

出を補助団体に対し求める等、実績

報告書によらない履行確認の手段

を確保することにより、適切な精算

管理に努めていく。 

措置済 
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のように解説されている。 

この度の事例については、概算払に係る期間

の最終日は令和５年３月 31 日であるが、相手

方からの精算報告書の提出が４月以降になる

ことも想定し、精算報告書によらない履行確認

の手段を確保するなど、適切な精算事務となる

よう検討されたい。   （環境衛生課） 

●履行確認の方法

・補助金の履行確認の方法についての定め

はありませんが、各補助事業等の性質等に

応じた適切な方法（書面審査、現地確認等）

で実施してください。

・履行確認において実績報告書の提出は必

ずしも必須ではありません。

特に補助事業等の実施期間が年度末まで

となっている場合、実績報告書の提出は４

月以降になることが想定されるため、実績

報告書によらない履行確認の手段を確保し

てください（現地確認、完了届を提出させ

る等）。 

・なお、「履行確認」とは補助事業等が適

切に履行されたかどうかの確認を指し、補

助金額を確定することまでは含みません。 

●実績報告および額の確定

・補助金の交付額の確定は、補助事業者等

からの実績報告を受けた後に本市が行う旨

が定められています（規則第 15、16 条）。

従って、履行確認の段階では実績報告は必

須でありませんが、額確定を行うためには

実績報告が必要です。

・実績報告書により履行確認を行う場合

は、履行確認と額確定を同時に行うことも

可能です。
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○ 指 摘 事 項

(1) 支出に関する事務 

ア 補助金等の交付額の確定を行うべきもの 

  地域団体が市立児童館で実施する放課後児

童健全育成事業に係る助成金について、計２団

体からの申請を受けて助成金を上半期、下半期

の２回に分けて概算払いにて交付した後、実績

報告書の提出を受けて精算は行っていたが、助

成金の交付額の確定は行っていなかった。

  （こども青少年課） 

神戸市補助金等の交付に関する規則（以下

「補助金規則」という。）第 15条第１項に補助

事業者等からの実績報告について定めており、

同規則第 16 条第１項には、その報告を受けた

場合は書類の審査や現地調査等を行ったうえ

で、補助金等の交付額を確定し、補助事業者等

に通知することを規定している。 

一方、神戸市補助金等の交付に関する規則の

手引き（令和５年４月改定）（以下「補助金規則

の手引き」という。）において、実績報告書は、

「補助事業等の成果が補助金等の交付の決定

の内容及び条件に適合するものであるかどう

かを審査し、補助金等交付の終了、是正措置の

いずれをとるべきかを判断するために提出さ

せるもの」であり、補助金等の額の確定とは、

「最終的に交付すべき補助金等の額を決定す

る手続き」で、「交付決定した金額と同額を交付

するのか、もしくは変更を加える必要があるか

どうかを判断」するとしている。 

また、履行確認の方法の項目には、「『履行確

認』とは補助事業等が適切に履行されたかどう

かの確認を指し、補助金額を確定することまで

は含みません。」としている。 

さらに、同規則第 16 条第３項には、確定した

補助金等の交付額が、補助金等の交付の決定に

おける交付予定額と同額である場合は、補助事

業者等への通知を省略することができるとの

規定があるが、補助金規則の手引きでは、「額確

放課後児童健全育成事業助成金の

交付額確定行為について、本来、精算

時の決裁において交付額確定の旨を

明記すべきところ、記載していなかっ

た。 

助成金額に誤りがないことを確認

し、今後、同様のミスが発生しないよ

う「神戸市補助金の交付に関する規則

の手引き」の再確認し、所属内周知徹

底を行った。 

措置済 
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定の通知を省略する場合でも、省略できるのは

『通知をすること』のみであり、補助金額を確

定したことの意思決定（決議）は必要です。」と

の解釈を示している。 

実績報告を受けたのち速やかに、補助金等の

交付額の確定を行うべきである。 

イ 立替払による支出が極力発生しないよう他

の支出方法を検討すべきもの 

 夜間・休日におけるこども家庭センターへの

虐待通告・緊急相談に対応する当番の係長級職

員が、居住地等により緊急時の自宅からの出動

が困難な場合は、近隣の宿泊施設で待機できる

こととし、所属長の承認を事前に得ず、その経

費は職員が立替払を行うこととしており、この

立替払での支出を経常的に行っていた。 

また、虐待や家出などにより緊急一時保護を

行った児童の管轄市町村への移送等に係る交

通費についても、緊急の必要性による場合も多

く、同様に立替払での支出事務を行っている事

例が年間を通じて複数回あった。 

           （こども家庭センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  立替払とは、天災地変のときや公務出張中等

において、緊急やむを得ない場合に、正規の手

続をとることができないために、一時、職員が

経費を立て替えて支払うもので、事前の支出負

担行為決裁を経ずに、正当な債権者に直接支払

わない、例外的な支出手続であり、職員の相当

こども家庭センターにおいては、児

童虐待事案等に対して通常の業務時

間の内外を問わず緊急対応が求めら

れる児童相談所の業務の特殊性によ

り、やむを得ず、一部の業務にかかる

経費を立替払により支出している。 

資金前渡による支出についても従

前より検討していたが、特定の宿泊施

設の利用や児童の管外への移送等事

前に発生を予測することが困難な場

合や緊急時に柔軟な対応が求められ

る場合も多いことから、所属において

前渡金や釣銭を現金で管理するリス

クや職員の業務負担もあわせて考慮

し、立替払による運用を行ってきた。 

今後の運用については、緊急対応に

支障のない範囲で見直しを行い、宿泊

施設の利用は事前に所属長による承

認を得るとともに、事後払いによる対

応が可能な宿泊施設の利用を原則と

する等の方策を検討している。 

措置方針 
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期間の経済的負担を伴うものである。 

立替払による支出が極力発生しないよう、宿

泊施設と提携のうえ、宿泊施設からの請求に基

づく一般支払いの方法を基本としつつ、当該宿

泊施設を利用できない場合は、常時必要とする

運営経費に充てる資金前渡を利用するなど、立

替払以外の支出方法を検討すべきである。 

(2) 契約に関する事務 

ア 契約保証金の取扱いにかかる意思決定を明

確にするべきもの 

  令和４年 10 月３日、こべっこあそびひろば・

西神中央開設準備業務委託契約（委託期間：令

和４年 10月３日～令和５年３月 31日）を締結

した。委託料は 160,000,000円であったが、契

約保証金を免除できる根拠等が決裁に明記さ

れておらず、契約保証金の取扱いにかかる意思

決定が明確でないまま、契約保証金を免除して

いた。          （こども青少年課） 

契約保証金とは、契約上の義務の完全な履行

を確保するためのもので、債務不履行等の場合

に受ける損害賠償の補填を確実かつ容易にす

るため契約の相手方から契約締結の際に一定

額を納付させておくものである。 

地方自治法施行令第 167 条の 16 第１項によ

り契約保証金の納付について定めており、神戸

市契約規則第 24 条に納付させる契約保証金の

額等を規定している。また、同規則第 25条は、

「次の各号のいずれかに該当する場合は、契約

保証金の納付を免除することができる。」と定

めており、契約金額が 1,000 万円未満の契約を

するときや、落札者が契約を履行しないことと

なるおそれがないときなど、契約保証金を免除

できる場合を限定列挙している。 

また、委託契約に関する解説及び記載例（令

和５年４月）の委託契約書頭書記載例は、「契約

保証金を免除する場合は『免除』、履行保証保険

契約の証書が提出された場合は『履行保証保

険』のように記載する（免除理由の付記は不

 

当該受託事業者は、神戸市と過去複

数の契約（たかとり児童館、太山寺児

童館、小寺学童保育コーナーの指定管

理、おやこふらっとひろば西運営委託

等）を締結しており、これらをすべて

誠実に履行しているため、神戸市契約

規則第 25 条第６号「落札者が契約を

履行しないこととなるおそれがない

とき」に該当すると判断し、契約保証

金を免除したものであるが、その判断

を決裁に残すなどして意思決定の決

議をとっていなかった。 

事後ではあるが、上記判断内容等を

決裁内に記載し補正を行うとともに、

今後、同様のミスが発生しないよう、

契約保証金の免除に関する取扱いに

ついて所属内周知徹底を行った。 

 

措置済 
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要）。また、契約決裁においてその旨記載し、そ

の判断の根拠資料を文書で保存すること。」と

解説している。 

なお、同規則第 25条第６号「落札者が契約を

履行しないこととなるおそれがないとき」の判

断基準の一つとして、「入札保証金及び契約保

証金について（通知）」（自治行第 19 号平成 12

年４月 18日）では、登録事業者（本市において

は入札参加資格がある事業者）で「過去２か年

の間に、国（公社、公団を含む。）又は地方公共

団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を

数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠

実に履行」している場合を挙げている。 

以上のことから、契約保証金は納めさせるこ

とが原則であり、免除する場合には、契約の相

手方ごとに、いずれの根拠規定により免除でき

るかを判断のうえ、単に免除するとの事実だけ

でなく、その判断の根拠等を明確に示したうえ

で意思決定（決議）すべきである。 

イ 委託契約における再委託の手続を適正に行

うべきもの 

  上記アの委託契約において、受託事業者が再

委託していた既存施設（旧西図書館）の内装整

備等の設計・工事業務について、再委託の承諾

手続きが行われていなかった。 

（こども青少年課） 

委託契約については、約款で原則として再委

託を禁止としており、再委託をする場合は一括 

再委託に該当しないか等を確認するため、事

前の承諾が必要とされている。  

約款に基づき、再委託の手続を適正に行うべ

きである。 

本来、開設準備業務のうち、設計・

工事業務については再委託承諾が必

要なところ（過去同種の委託契約にお

いては適切に対応を行っていた）、当

該委託契約において、事業者への再委

託承諾申請の指示を失念し、手続きが

未了になっていた。 

事後ではあるが、再委託承諾の手続

きを踏み、補正を行うとともに、今後、

同様の契約を行う際には、遺漏なく再

委託承諾の手続きを行うよう、マニュ

アルの再確認と所属内周知徹底を行

った。 

 

 

措置済 

(3) 財産管理に関する事務 

ア 不納欠損処分に係る債権放棄手続きを適正

に行うべきもの 

 

破産法その他の法令規定により、免

責決定を受けた債権に関する債権放
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監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

  私法上の債権（私債権）である放課後児童ク

ラブ利用料の未収金について、神戸地方裁判所

からの債務者に対する破産手続の開始と同時

に破産手続を終了させる破産廃止の決定通知

により不納欠損処理を行っているが、債権放棄

等の手続きが行われていなかった。 

（こども青少年課） 

  不納欠損とは、既に調定された歳入が徴収し

えなくなったことを表示する決算上の取り扱

いであり、法律上の存在と会計上の存在は一致

させることが原則である。 

よって、債権管理対象から外す場合には、私債

権は債権放棄等の手続により、法律上の債権を

消滅させたうえで、不納欠損処分を行う必要が

ある。 

このため、破産法その他の法令規定により、

免責決定を受けたときも、債権管理条例第 16条

第１項第２号に基づく債権放棄を行う必要が

あり、また、相手方（保証人を含む）への通知

（必要な場合は公示送達）を前提に、市会への

報告（神戸市債権の管理に関する条例第 17条）

を要する。 

これらの適正な手続により、法律上の債権を

消滅させたうえで、不納欠損処分を行うべきで

ある。 

棄について、本来、消滅時効に係る時

効期間が満了した債権と合わせて行

うべきところ、必要な手続きを行って

いなかった。 

現状、法律上の債権を消滅させるこ

となく、会計上の処理である不納欠損

処理を行っている状況のため、次年度

予定している債権放棄の手続きに当

該私債権も含めることとし、法律上の

債権を消滅させる。 

また、今後、同様のミスが発生しな

いよう、収税課から通知されているマ

ニュアルの再確認と、所属内周知徹底

を行った。 

イ 行政財産の管理を適正に行うべきもの 

  児童自立支援施設である神戸市立若葉学園

においては、園内の寮に児童が居住し、園内の

職員宿舎に居住して入所児童の生活支援等を

行うことを条件として採用された児童自立支

援専門員及び児童生活支援員が当該職員宿舎

に居住しているが、当該職員宿舎について、貸

与等の手続きを行っていなかった。 

また、入所児童に係る緊急対応を必要とする

場合に公務使用するため、園内居住職員の所有

する車両は「公務使用車」の指定を受けて当該

職員宿舎に付帯する駐車区画に駐車されてい

るが、当該駐車区画についても、貸与等の手続

「小舎夫婦制」を採用する若葉学園

では、寮担当職員等はその職務を遂行

するために敷地内に居住することと

し、園内の寮舎等を市で提供してい

る。また、寮舎担当職員等の保有する

自動車の駐車区画は職員宿舎に付帯

するものであり、当該車両は緊急措置

を必要とすることを勘案して「公務使

用車」として指定している。 

以上の理由から、若葉学園内の職員

宿舎に居住する児童自立支援専門員

及び児童生活支援員に対し、①当該職

員宿舎、②当該職員宿舎に付帯する駐
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を行っていなかった。      （若葉学園） 

  職員宿舎については、職務の執行上一定の場

所に居住することを必要とする職員に貸与す

る公用性の強い義務的宿舎であることから、行

政財産に分類され、付帯する駐車区画も含め、

利用の対価については、無料または維持費の全

部又は一部を負担させるものであると考えら

れるが、無料の場合でも、神戸市公有財産規則

に基づく使用許可や使用貸借契約の締結等の

手続を行うべきである。 

車区画の貸与等の手続きを行ってい

なかった。 

監査結果に基づき、他都市の児童自

立支援施設等の状況を参考に、令和６

年２月１日に行政財産の使用許可に

係る要綱を施行した。今後は、対象職

員からの申請に対し、要綱に基づき許

可を行い運用していく。 

ウ 駐車場回数券の管理を適正に行うべきもの 

こども家庭センターの移転オープン時の利

用者対応のため、令和５年１月 24 日にこども

青少年課が和田岬駅前駐車場の回数券を購入

し、物品管理簿（郵便切手類管理簿）に記載し

ていたが、不用の決定及び保管転換の手続きを

することなく、２月１日にこども家庭センター

へ配布していた。 

また、こども家庭センターでは、配布を受け

た回数券について、物品管理簿に記載すること

なく、金庫で保管しており、定期的なチェック

も行っていなかった。 

    （こども青少年課・こども家庭センター） 

財務会計事務の手引きによると、物品管理者

は、使用できるが利用する必要のない物品につ

いては不用の決定を行ったのち、物品保管転換

書により保管転換をすることができるとされ

ている。ただし、物品会計規則第 12条の２の規

定により、一つの課又は事業所において一括購

入し、直ちに他の課又は事業所へ配分する物品

については、物品引渡通知書によって引渡しを

することができるとされており、この場合は、

同規則第９条の規定により、物品管理簿の記載

を省略することができるとされている。 

また、現金等管理マニュアルでは、「郵便切手

類は、物品会計規則第８条に基づき、受領又は

交付の都度、物品管理者（所属長）が物品管理

員（係長級又は担当職員）に指示して物品管理

和田岬駅前駐車場の回数券につい

て、不用の決定及び保管転換の手続き

をすることなく、こども家庭センター

へ配布していた。 

事後ではあるが、不用の決定及び保

管転換の手続きを行った。 

（こども青少年課） 

こども家庭センターにおいては、令

和５年２月１日にこども青少年課か

ら配布を受けた駐車場回数券につい

て、移転に伴う様々な事務手続その他

の業務に紛れて、管理簿の作成が未了

となっていた。なお、当該回数券は、

施設の新設に伴う移転直後の臨時的

な対応のために受領していたもので

あり、現時点にいたるまで交付実績は

ない。 

 現在は、郵便切手類管理簿に記載の

うえ適正に管理しており、定期的な 

チェックを行うとともに、今後同様の

状況が発生することのないよう、関係

職員に対して物品管理手続の遵守の

周知徹底を行った。 

 また、当該駐車券について今後も使

用する予定がないことから、保管転換

等の処理について検討しているとこ

ろである。 

（こども家庭センター） 
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簿に記載させなければならないことになって

いるので、適正に処理すること。」とされてい

る。 

さらに、同マニュアルでは、定期的な点検の

ルール化を求めており、所属長は少なくとも毎

年度３回、保管現金の残額・預金通帳の残高を

確認し、不適切な収入・支出がないかどうか自

らチェックすること、また、郵便切手類の残数

と郵便切手類管理簿上の残数が一致している

かどうかを実際に数えてチェックすること、及

び所属長の直近上位の上司が、少なくとも年１

回、自主監査実施時に合わせて、自ら保管現金・

郵便切手類等についての上記チェックを行い、

仕組みどおり適正に処理されているか検証す

ることとされている。 

一括購入した回数券を直ちに配布せず、一時

保管のうえ配布する場合は、不用の決定を行っ

たのち、物品保管転換書により保管転換をすべ

きである。また、配布を受けた事業所において

は、事故の未然防止のため、同マニュアルに基

づき、郵便切手類管理簿に記載のうえ、定期的

なチェックを適正に行うべきである。なお、今

後使用する予定がないのであれば、保管転換等

も検討すべきである。 

エ 物品管理を適正に行うべきもの 

こども家庭センターの移転後、令和５年１月

に購入した業務用洗濯機・乾燥機４台（購入価

格 4,312,000円）について、物品管理簿へ登録

が行われていなかった。このため、令和４年度

決算における財産に関する調書に重要物品と

して記載されていなかった。 

（こども家庭センター） 

  神戸市物品会計規則第８条には、「物品管理

者は、物品の受領又は交付の都度、物品管理員

をして物品管理簿に記載させなければならな

い。」と規定している。また、備品のうち、取得

価額が、１件 100 万円以上の備品である重要な

物品については、物品会計規則第 17条に、「前

令和５年１月に購入した業務用洗

濯機・乾燥機４台は、新設施設への移

転にあたり購入したものであるが、移

転に伴う様々な事務手続その他の業

務に紛れて、物品管理簿への登録が未

了のまま、重要物品として報告してい

なかった。 

 現在は、物品管理簿への登録を行い

適正に管理しており、今後同様の状況

が発生することのないように、関係職

員に対して物品管理手続遵守の周知

徹底を行った。 

 

 

 

 

 

措置済 



 

令和５年度財務定期監査（監査対象：こども家庭局） 

 

監 査 結 果 の 概 要 措 置 内 容 措置状況 

年度における異動及び年度末における現在高

を調査し、会計管理者に報告しなければならな

い。」と規定している。 

神戸市物品会計規則に基づき、適正に物品管

理を行うべきである。 

 


